
平成 24 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長） 

（国土交通省） 

制 度 名 
独立行政法人海上災害防止センターの組織形態見直しに係る非課税措
置の創設 

税 目 登録免許税 

１ 独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成 22 年 12 月７日閣議

決定）に基づき、独立行政法人海上災害防止センター（以下「センター」とい

う。）の組織形態の見直しを行う。 

※ 移行後の組織形態としては、油等防除の確実な実施のために必要な枠組みを維持

しつつ、実施主体は公益法人などの民間主体とする。 

２ 組織形態の移行に伴い、センターが所有する不動産（防災訓練所、消防演

習場）及び船舶（消防船２隻、防災訓練船２隻）を新組織（以下「新センタ

ー」という。）が承継する際、登記時に課せられる登録免許税について非課

税措置を要望する。 
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⑴ 政策目的 

独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針に基づき、センターの公益

法人などの民間主体への円滑な移行を行い、機動的・効率的な海上防災体制

の充実を図る。 

 

⑵ 施策の必要性 

新センターでは、我が国の海上防災体制の一翼を担う中核組織として、大

規模な排出油等の防除措置をはじめ、公益性の高い業務を実施する予定であ

るが、組織形態の円滑な移行を図るため、登録免許税を非課税とする必要が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策目標２  良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会

の実現 

施策目標４  海洋・沿岸域環境や港湾空間の保全・再生・形成、海

洋廃棄物処理、海洋汚染防止を推進する 
業績指標２０ 我が国の沿岸に重大な被害を及ぼす海洋汚染等の件数 
 

政 策 の 

達成目標 

組織形態の見直しにより、機動的・効率的な海上防災体制の
充実を図る。 
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ての有効性) 

 
承継時における登録免許税の非課税措置により、組織形態の

円滑な移行を図ることができる。 

当該要望項 
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制上の支援
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（地方税）不動産取得税、自動車取得税の非課税措置を要望 
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組織形態見直しに伴い生ずる費用を免ずることを目的とする
ものであるため、非課税措置が相当である。 
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平成 22、23 年度改正において要望（取り下げ） 

 


